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１．社会保障制度の概要
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社会保障制度は、私たちの生活を守るセーフティネットの機能を持っており、
私たちの生活を生涯に渡って支え、基本的な安心を与えています。

社会保障

社会保険 社会福祉 公的扶助 公衆衛生

医療保険

年金保険

労働保険

介護保険

社会保険制度をしっかり理解しておくと、、、

� ライフプランニングにおける選択肢を広げる
ことができる

� 申請漏れや手続きミスによる経済的損失を
回避できる
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社会保険制度の概要

社会保険制度は、私たちの生活におけるリスクを幅広くカバーしています。
これらを理解して私たちのライフプランニングに生かしましょう！



２．ライフイベントを支援する社会保険制度

（１）出産・育児を支援する制度
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� 出産育児一時金、出産手当金（健康保険）
� 産前産後、育児休業時の保険料免除（健康保険、厚生年金保険）
� 育児休業給付金（雇用保険）
� 標準報酬月額の養育特例（厚生年金保険）

（２）介護を支援する制度

� 介護休業給付（雇用保険）

（３）就業不能時の所得保障

� 傷病手当金（健康保険）

（４）就職やキャリア形成を支援する制度

� 教育訓練給付（雇用保険）
� 公共職業訓練（雇用保険）



出産・育児を支援する制度（１）

産前産後休業（労働基準法）

� 産前6週間（多胎妊娠の場合は14週間）は本人の請求により休業できる。
� 産後8週間（医師が認めた場合は6週間）は休業しなければならない。

育児休業（育児・介護休業法）

� 1歳に満たない子を養育するためにする休業。休業開始予定の１か月前までに
事業主に申し出る。

� 父母がともに育児休業を取得する場合は、1歳2か月に達する日まで取得可能
（パパ・ママ育休プラス）。

� 保育所入所できない等の理由がある場合は、1歳6か月に達する日まで延長可。
� 有期契約の労働者も要件を満たせば取得できる。

産後8週 育児休業妻

出生 1歳

夫 育児休業

1歳2か月

（パパ・ママ育休プラスの例）
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出産・育児を支援する制度（２）

（２）出産手当金

（３）育児休業給付

（１）出産育児一時金

現金給付（くらしとお金のワークブック13ページ参照）

妻

夫

（パパ・ママ育休プラスの例）

出生 1歳

育児休業給付

1歳2か月8か月

育児休業給付

育
児
休
業
に

関
す
る
制
度

は
夫
も
利
用

で
き
ま
す
！

イクメン侍
（厚労省HPより）

産前産後休業

出産手当金
(支給率６７％）

育児休業給付金
(支給率６７％）

育児休業給付金
(支給率５０％）

育児休業給付金
(支給率６７％）

産後8週
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出産・育児を支援する制度（３）

（１）産休・育児休業中の社会保険料免除

（２）産前産後休業・育児休業終了時の標準報酬月額改定

（３）３歳未満の子を養育する期間についての年金額計算の特例

産休期間 育児休業等期間

（１）保険料免除

就業（３歳未満の子を養育）

実際の報酬額

（２）育児休業
等終了時改定

年金計算の基
になる報酬額

保険料の基に
なる報酬額

社会保険料、標準報酬月額の特例

産休、育休期間中の社会保険料の負担を軽減するとともに、将来の年
金額は休業期間前の標準報酬月額を基に計算されます

（３）養育特例



介護を支援する制度

介護休業（育児・介護休業法）

� 要介護状態にある対象家族を介護するためにする休業。休業開始予定日
の２週間前までに、事業主に申出。

� 対象家族１人につき、通算９３日（回数は３回）まで。
� 有期契約の労働者も要件を満たせば取得できる。

介護休業給付

� 雇用保険の被保険者が介護休業した場合に、一定の要件を満たすと支給を受
けることができる。

� 支給額は賃金の６７％（休業中に賃金が支給される場合は調整あり）。

介護休業①

4/1

介護休業②

5/31 9/1 10/2

支給日数61日 支給日数32日



傷病手当金
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就業不能時の所得保障（１）

� 病気休業中に被保険者とその家族の生活を保
障するための制度。

� 支給される条件
（１）業務外の事由による病気やケガの療養のための休業であること。
（２）仕事に就くことができないこと。
（３）連続する3日間を含み4日以上仕事に就けなかったこと。
（４）休業した期間について給与の支払いがないこと。

� 支給される期間
支給開始した日から最長1年6か月

� 支給される傷病手当金の額
標準報酬月額の３分の２

傷病手当金は、国民
健康保険にはない制
度です。自営業者の
方は、注意を！
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就業不能時の所得保障（２）

傷病手当金の受給例

待期 欠勤 欠勤

途中回復して出勤した期間も
1年6ヵ月に含まれます

出勤

1年6ヵ月

欠勤

支給開始

支給支給 不支給

待期 欠勤 仕事に就くことができない状態

1年6ヵ月

支給開始

支給支給

資格喪失

（１）雇用を継続しながら受給する

（２）退職後も引き続き受給する

・退職日までの被保険者期間が継続して1年以上ある。
・退職日までに手当金を受けているか、受けられる状態である。



就職やキャリア形成を支援する制度（１）
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教育訓練給付

一般教育訓練給付
� 受講開始日時点で在職者であるか、離職後１年以内
� 被保険者期間が３年以上（初めての場合は、１年以上）
� 教育訓練費の２０％（上限１０万円）

専門実践教育訓練給付
� 受講開始日時点で在職者であるか、離職後１年以内
� 被保険者期間が１０年以上（初めての場合は、２年以上）
� 教育訓練費の４０％（上限３２万円・・・１年あたり）
� 支給期間は最長で３年間
� 受講後に資格等を取得し雇用されると２０％上乗せされる

教育訓練講座検索システム 検索

専門実践教育訓練は、看護師、保育士、
MBAコース、法科大学院等様々講座が対

象になっています。詳しくは、右の厚労省
のHPでチェック！

最大２年間で
９６万円、３年
間で１４４万円
が支給される
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� 離職後ハローワークで求職の申し込みをしている人を対象

� 要件を満たすと所定給付日数を超えて基本手当の支給を受けることができる。
併せて受講手当（１日５００円、最大４０日）、通所手当（交通費）が支給される。

公共職業訓練コース 検索

3/31

離
職

求
職
の
申
し
込
み

4/10 4/17

基
本
手
当
支
給

開
始

公
共
職
業
訓
練

開
始

9/297/15

本
来
の
支
給

終
了
日

公
共
職
業
訓
練

終
了基

本
手
当
の
給
付

が
延
長
さ
れ
る

公共職業訓練

所定給付日数
９０日

７６日
延長

神奈川県ではH28年度は、７月、９月、

１１月、１月が開始月。訓練の詳細や東
京都など他の都道府県が実施する訓練
については、右の検索でチェック！

就職やキャリア形成を支援する制度（２）

7/4



３．離職時の社会保険制度に関する留意点
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男性の約半数、女性の約4分の3は、50歳台半ばまでに１度

は離職する。（厚生労働省 平成26年労働経済白書より）

離職時における社会保険制度の内容や手続きについてのポイント

� 年金、健康保険の切り替え

� 健康保険制度の選択

� 被保険者期間の「空白の1日」

� 独立開業する場合の厚生年金の加入期間



離職時の年金と健康保険の手続き
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退職後すぐに再就職をしない場合は、年金や健康保険の保険料について事前に
確認しておいた方がいいでしょう。

年金 健康保険

� 資格喪失日（退職日の翌日）の前月までは、厚生年金と会社の健康保険

� 厚生年金から国民年金に切替。

� 被扶養配偶者がいる場合は、２人分の保
険料が発生。

� 保険料の支払いが困難な場合は、免除
の申請を！

� 会社の健康保険から任意継続か国民健
康保険に切替。

� 任継と国保のいずれかを保険料や再就
職の予定を考慮して選択する。

5月

退職 再就職

厚年&健保 国年&（任継 or国保） 厚年&健保

6月 7月 8月

保険料

保険証 健保 任継 or国保 健保
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健康保険制度の選択

任意継続 国民健康保険

保険料

� 全額自己負担

� 標準報酬月額は、自分の退職
時と加入者の平均（28万円）の
いずれか低い方

� 減免制度は無し
� 同月得喪の場合は1か月分の
保険料がかかる

� 自分の住んでいる市区町村に
よって保険料は異なる

� 前年度の所得によって保険料
が決まる

� 扶養の制度は無し

� 同月得喪の場合は保険料がか
からない

給付等

� 一般の被保険者と同様の給付
（ただし、傷病手当金は対象外）

� 基本的に任意継続と同様の給
付（ただし、健康診断などの補
助は市区町村によって異なる）

在職時 任意継続 国民健康保険

40歳男性、妻と子2人を扶養、
標準報酬月額44万円

２５，４７６円 ３２，４２４円 約４０，０００円

30歳女性、単身、標準報酬
月額は24万円

１１，９１６円 ２３，８３２円 約１５，０００円

制度の比較

保険料の比較



転職時の「空白の1日」に注意！
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ケース１
退職月の月末がA社の休業

日だったので、月末の前日
を退職日とした。

5月 6月

3130 1 2

A社退職

・・・・

B社入社

5月 6月

3130 1 2

A社退職

・・・・

B社入社

ケース２
月末でA社を退職したが、
翌月の初日がB社の休業日
だったので、2日を入社日と
した。

B社入社後に傷病手当金を受給すること

になった場合、退職後に継続して受給で
きるための要件を満たさなくなる可能性が
ある。

5月分の保険料は自分で手続きをして支払う必要あり

国民年金・・・被扶養配偶者がいる場合は２人分
健康保険・・・任意継続か国民健康保険を選択

5月分の保険料はA社にて徴収されるので、特に手続
きは不要

6月1日の健康保険の選択と手続きが必
要（国保が良い）
ケース１と同様に傷病手当金の問題あり



４０歳からの転職・独立
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（１）雇用保険
基本手当の所定給付日数（自己都合による退職）

被保険者であった期間
（≒勤続年数）

10年未満 10年以上
20年未満

20年以上

所定給付日数 90日 120日 150日

（３）遺族厚生年金（中高齢の寡婦加算）
被保険者期間が20年以上の夫が亡くなった場合、

その遺族厚生年金の受給権者である妻（他に年齢
要件等あり）に支給される。

基本手当の日額を
上限の7775円とす
ると、30日分の違い
で、約23万円

（２）老齢厚生年金（加給年金）
被保険者期間が20年以上で受給権を取得した時、
生計を維持していた65歳未満の配偶者又は子（年
齢要件あり）がある時に加算される。

昭和18年4月2日生

まれ以降の受給権
者で配偶者がいる
場合で、1年あたり
約39万円

勤続年数は
20年以上？

妻が65歳になるまで、
1年あたり約58万円



４．社会保険の保険料について
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支給額
基本給 250,000 残業手当 17,000 通勤手当 12,000 家族手当 3,000

計 282,000

控除額
健康保険 16,212 厚生年金 25,454 雇用保険 846 所得税 8,000

計 50,512

勤怠 出勤日数 22 欠勤日数 就業時間 残業時間

差引支給額 231,488 標準報酬月額 280,000

給与明細

報酬とは
• その名称を問わず、労働者が労働の対償として受けるもの。
• 基本的に、残業手当、通勤手当等の諸手当をすべて含む。

報酬とならないもの
• 臨時的、一時的に受けるもの ・・・大入袋、退職金など
• 実費弁償的なもの・・・出張旅費、交際費など
• 年3回以下支給される賞与 ・・・ 標準賞与額の対象となる

社会保険制度の給付額や保険料は、皆さんの報酬額によって決まります。



標準報酬月額の決定と改定
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1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

支給
額 282 275 270 265 268 267 270 260 322 320 321 317

標準
報酬

280 280 280 280 280 280 280 280 260 260 260 320

資格取得時決定

被保険者の資格を取得した時（即ち入社時）に、その者の報酬月額の見込み額を基
に決定する。

資格取得時決定 定時決定（４～６月の平均）

入社 昇給

随時改定（９～１１月の平均）

定時決定
毎年4月～6月に支給された報酬額（賞与を除く）の平均を基に決定する。

随時改定

昇給、降給あるいは手当の新設、廃止等によって、報酬額に著しい変動が生じた場合
は、年1回の提示決定を待たずに改定する。

（金額：千円）



標準報酬月額と保険料のチェックポイント
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（１）支給額と標準報酬月額の間に、大きな差異はないか

（２）控除されている保険料に間違いはないか。

（３）ねんきん定期便で標準報酬額をチェック！

� 控除前の報酬額か
� 諸手当（残業手当、通勤手当等）が含まれているか
� 昇給や賃金体系の変更が反映されているか

� 現在（平成29年6月）の保険料率と標準報酬月額をかけて、控除され
ている保険料が間違いないか確認する。

厚生年金（一般） 18.182% H29.9以降18.3%で固定

協会けんぽ（神奈川） 9.93% （介護なし）
11.58% （介護あり）

毎年3月に改訂

協会けんぽ（東京） 9.91% （介護なし）
11.56% （介護あり）

毎年3月に改訂

� 毎年誕生日月に送られてくるねんきん定期便に記載されている、標
準報酬月額が給与明細のものと同じかチェックする。



ライフイベント 関連の給付、制度 法令 照会先

出産育児を支援

育児・介護休業 育介 労働局雇用環境・均等部

出産育児一時金
健保

全国健康保険協会
各健康保険組合出産手当金

育児休業給付金 雇保 ハローワーク

産休・育休時の保険料免除
健保
厚年 年金事務所

（日本年金機構）
産休・育休終了時の報酬額改定

標準報酬月額の養育特例 厚年

就業・キャリア形成を支援
教育訓練給付 雇保

ハローワーク
公共職業訓練 雇保

就業不能時の所得補償 傷病手当金 健保
全国健康保険協会
各健康保険組合

介護を支援 介護休業給付金 雇保 ハローワーク

離職時の社会保険制度

国民健康保険 国保 市区町村

任意継続 健保
全国健康保険協会
各健康保険組合

社会保険の保険料 標準報酬月額
健保
厚年

年金事務所
（日本年金機構）

本セミナーで取り上げた社会保険制度のまとめ


